
　　 　 該当事項はありません。

         満期保有目的の債券 ・・・・・ 平成20年会計基準導入前に保有したものは償却原価法（定額法）に
    よっており、平成20年会計基準導入後に取得したものは、取得価格に
    よっている。

         建物付属設備、什器備品、商標権 ・・・・・ 定額法によっている。

         退職給付引当金 ・・・・・ 期末退職給与の要支給額に相当する金額を計上している。

         消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

３． 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
　　 基本財産及び特定財産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位 ： 円）

当期末残高
基本財産

定期預金 657,941
投資有価証券 900,000,000

900,657,941
特定資産

公益目的事業基金 56,733,804
56,733,804

957,391,745

４． 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　 基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 （単位 ： 円）
（うち負債に
対応する額）

基本財産
定期預金 - 
投資有価証券 - 

- 
特定資産

公益目的事業基金 - 
- 
- 合      計 957,391,745 (900,657,941) (56,733,804)

56,733,804 - (56,733,804)
小　　　計 56,733,804 - (56,733,804)

小　　　計 900,657,941 (900,657,941) - 

657,941 (657,941) - 
900,000,000 (900,000,000) - 

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）

小　　　計 56,733,804 0 0
合      計 957,391,745 0 0

56,733,804 0 0

900,000,000 0 0
小　　　計 900,657,941 0 0

657,941 0 0

  （３）  引当金の計上基準

  （４）  消費税等の会計処理

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額

財務諸表に対する注記

１． 継続組織の前提に関する注記

２． 重要な会計方針

  （１）  有価証券の評価基準及び評価方法

  （２）  固定資産の減価償却の方法



５． 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　　 　 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

建物付属設備
什 器 備 品
商　 標　 権

６． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益
　　 　 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、次のとおりである。

基本財産
　　国　債
　　政府関係機関債
　　電力債

７． 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
　　 　 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 （単位 ： 円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

- 2,881,608 2,881,608 - - 

- 2,672,532 2,672,532 - - 

- 5,554,140 5,554,140 - 

８． その他公益法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産増減の状況を明らかにするために
　　 必要な事項
　　 　 該当事項はありません。

合　　　計

補助金
中国経済産業局戦略的基盤技術高度化

支援事業補助金

補助金
公益財団法人ＪＫＡ

ＪＫＡ補助金

合      計 900,000,000 935,129,000 35,129,000

補助金等の名称 交付者

200,000,000 222,966,000 22,966,000
600,000,000 601,103,000 1,103,000

（単位 ： 円）
科　　　目 帳簿価格 時　　価 評価損益

100,000,000 111,060,000 11,060,000

合      計 10,276,609 8,707,743 1,568,866
2,007,478 1,011,100 996,378

1,093,466 520,985 572,481
7,175,665 7,175,658 7

（単位 ： 円）
科　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高


